The Progress of Globalization and the International Policy Problems in Local Communities by 若月, 章 & Wakatsuki, Akira
グローバル化の進展と地域の国際政策課題
若月章
?
The Progress of Globalization and the International Policy Problems in Local 
Communities
Akira Wakatsuki
1．はじめに
　近年、地方自治体や地域社会による国際活動
が極めて活発化してきている。従来、自治体と
はその帰属する国家内の地域社会マネージメン
トの主体であり、外国地域の諸課題や国際社会
で生起する越境課題に取り組むよりも、所轄の
地域運営と問題解決に専念すべきとの考え方が
自治体の職員サイドでも当然視されてきた。し
かしあらゆる分野でグローバル化1）と相互依
存の深化が地球規模で進む今日では、世界と地
域社会が抱える問題とが緊密に連動することが
認識され始めてきている。また、世界の情報が
瞬時に地域社会の隅々にまで伝達され、多くの
市民が海外経験を有する今日、地域社会に生き
る市民にも国際社会への視野が大きく開かれ、、
また国際社会へのかかわりも地域社会での活動
から直に捉えることが可能になってきている。
　従って地域社会による国際活動の高まりの背
景にはこのような地域社会を取り巻く内外環境
の変化と、市民レベルでの国際化への意識形成
の進展を垣間見ることができる。他方、このよ
うな状況に加えて、国連や国際機関からも、地
方自治体や地域社会の国際活動や国際貢献への
積極的な参加に対する期待もますます高まって
いる。それゆえに「市民に最も近い政府」であ
る地方自治体の役割や市民主体による国際交流
の実践活動が極めて重要であるとの認識が国際
的に強まっている。
　本論では先ず東アジアのグローバル化の現状
を把握し、次に地域社会の国際政策とその課題
について筆者のこの数年での経験を交えながら
論述し、グローバル化に対応した地域の政策課
題を展望したい。
ll．東アジアにおけるグローバル化の現況
（1）東アジア地域をとりまく国際社会の環境
　変化
　今アジアが世界から注目されている。ようや
く、経済を中心にアジア・パワーが自立を始め
たからである。特に東アジア地域は世界で群を
抜く経済成長を維持し、「世界の成長センター」
とも言われるようになってきた。21世紀はアジ
ァの時代とも言われている。例えば、20世紀初
頭に当時、アメリカのジョン・ヘイ国務長官は
「地中海は過去の海、大西洋は現在の海、そし
て太平洋は未来の海」であるとすでに予言して
いた。また歴史学者のアーノルド・トインビー
は「ヘレニズム、イスラム文明、西洋文明そし
てその次に来るものは中国、日本を含む束アジ
ア文明である」と語り、更にアメリカの著名な
ジャーナリストであるフランク・ギブニーも名
著『太平洋の世紀』の中で、「文明は西に移動
する」と述べ、今日の東アジアの経済的飛躍を
世界史的な出来事であり、歴史的には20揖紀最
大の出来事であるとも評している2）。
国際教養学科
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　ユ960年代当時のEI本は1人当たりGDPでは
380ドルで当時の8分の1にまで達していたも
のの、日本以外のアジア諸国は発展途上国群に
位概づけられており、実にこの頃の韓国は1人
当たりGDPでは110ドルに過ぎず、現在でも
最貧国であり、ダルフール内戦に揺れるアフリ
カのスーダンと同規模であった。また中国はわ
ずか60ドルに過ぎなかった。それが日本の経済
発展を皮切りに「雁行発展」によって東アジア
は見事に発展していく。OECDによれば、2006
年度の実質経済成長率ではOECD全体で3．2％
であるのに比べ、中国は10．696、韓国は5．2％、
ロシアは6．2％と主要な北東アジア各国のそれ
はOECD平均を大きく凌駕している。2007年
6月、世界銀行が東アジア経済の発展の要因や
課題を「東アジアのルネッサンス」と題する報
告書として発表した3）。そこでは第1に東アジ
ア諸国の大半が低所得国i家から中所得国家へと
成長したこと、第2に東アジア各国聞で域内貿
易が活発になり「規模の経済性」が生まれたこ
と、第3に各国の産業の分業化が飛躍的に進み、
各々が強い分野に特化し、国際比較優位のもと
で関税障壁のない開放的な市場で、企業内貿易
取引が急伸中であるとのことなどが報告されて
いる。
　更に近年、IT分野では東アジァでは韓国、
シンガポール、マレーシアなどのようにITへ
の国家的な取り組みにより、日本に先行するケ
ースがすでに現れ始め、アジア特有の経済発展
パターンとされてきた「雁行発展型」が大きく
変容しつあるといわれている。つまり、情報化
社会の郵来によって東アジアの国際関係の仕組
みが「国家」「国境」のあり方も含め大きく変
わろうとしている。貿易の自由化、規制緩和な
ど経済のグローバル化の進展も手伝い、ボスト
「羅行発展」の新しい時代状況が現出しつつあ
るとも言えよう。
（2）北東アジアの成長に見られる光と影
　しかしながら今H、成長の足元を見ると成長
の影に隠れたアジア社会の諸課題に決して触れ
ないわけには行かない。先に取り上げた世界銀
行の…報告ではアジアの経済成長を高く評価する
一一福ﾅ、克服すべき課題として経済成長のプロ
セスで生まれた深刻な「歪み」の存在も指摘し
ている。例えば中国をはじめフィリピン等の一
部のASEAN諸国などでは国内において都市
化（スラム化問題など）と水不足、地域間格差、
所得格差が依然として広がっており、社会的不
公正や汚職などの腐敗が政治的な不安定要因に
つながる可能性があるとも指摘している。その
他、東アジア全般に生起している食料やエネル
ギー危機また周知の通り、砂漠化や日本海の海
洋汚染など陸域・海域を問わず、環境汚染や環
境破壊など越境環境問題も今後も大きな課題と
なるであろう4）。いわゆる東アジア自身の経済
成長に伴うく豊かさの代償〉である。
　例えば、モンゴルや中国内陸部では砂漠化が
静かに進行している。土壌が劣化したり、草地
に砂が増加した砂漠化地域はモンゴルでは1991
年に国土の約410／eであったが、2002隼には約45
％に拡大した。モンゴル政府が注目する主たる
原因は旱魑や地球の温暖化、急速な鉱山開発に
加え、家畜の過放牧などである。南限とされる
永久凍土融解現象もモンゴルでは自然・社会環
境の破壊に今後つながっていくことが強く懸念
されている。また北東アジア全域で今年話題と
なった黄砂の大規模化ないし広域化は、過放牧
など人為的な要因が認められるとの指摘がなさ
れている。また中国などでは大気汚染や酸性雨
が問題化し、どのように環境との調和を図りつ
つ持続可能な発展をなお今後も求めていくのか
も今や国家的な課題である。
　更にアジアの経済発展に伴う冷戦崩壊後の軍
備拡大と緊張の増大も看過しえない。2007年6
月、世界の軍事費統計の算出では評価の高いス
ウェーデンのストックフォルム国際平和研究所
（SIPRI）発表の2007年版の軍縮年鑑では、対
テロ戦争の増加が主要因となってのことから06
年の世界の軍事費（国防費〉が前年比実質3．5
％増となったこととあわせて、地域別の分析で
は中国の軍事費が、同年鑑の1970年発表の統計
開始後、初めて日本を抜き、アジァ最大となり
世界全体では4位となった。495億ドルの2006
年の中国の国防費は97年からの10年間でほぼ2
倍近くにまで達している5〕。年間10％以上の伸
長による中国の軍事力が北東アジアの軍事バラ
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ンスを大きく変えつつある。因みに軍事費上位
15力国の中には北東アジアの関係各国では日本
が5位、ロシアが7位、韓国が11位にランクさ
れ、北朝鮮については軍．事費の総額それ自体は
実質的に低いものの、GDP費に占める軍事費
では34％で、世界一位にランクされる。アジァ
太平洋の中で地域安全保障共同体としての
ASEANが一定の地歩を築きつつある中、とり
わけ北東アジアでは6力国協議もいまだに一進
一退を示しているままであり、域内各国による
マルチラテラルな共存システムとそれと不可欠
な共有のルール作りについてもなおこれからの
宿題であり、北朝鮮の核開発問題と絡み、政治
的不安定は経済成長と背中合わせに残存してい
る。
　以上のように、アジア全般に見られる経済成
長の裏で矛盾がいくつも潜んでいる。現在北東
アジアで試みられている国際貿易や投資の活発
化、域内の各国相互の積極的なFTA（自由貿
易協定）ないしはEPA（経済連携協定）の締
結、国際コンテナ物流の試験運用の実現など確
かに明るい兆しが同地域を中心に顕著となって
いるが、経済成長とともに、むしろこれまで見
えてこなかった歴史的な歪み、民族や宗教対立、
国境や領土問題などの矛盾が底辺で時として噴
出しかねない状況がある。エール大学のポール
・ケネディー教授はこの状況を踏まえ＜21世紀
の逆説（Paradox）〉と表現し、アジアの成長は
500年かけてたどった穏やかで堅実なヨーロッ
パのかつて歩んできた経済社会発展のスピード
とは根本的に異なると指摘する。
（3）北東アジア地域の課題の克服
　アジア太平洋地域は広大な領域とともに巨大
な人口を有している。中でも北東アジア地域は
確かに冷戦によって、持ち込まれた遮断性や文
化・言語・生活様式にいたるまでの多様性、各
国の政治経済社会制度の多構造性などの障壁が
残存している。グローバル化はもはや後戻りで
きない。確実に国際協調主義による多方面での
越境地域協力もアジア各地で着実に進捗を見せ
てはいる。しかし、これからは北東アジアも含
む広義の東アジアは多様性に富み、周辺性や辺
境性のハンディキャップを冷戦以降、ずっと背
負ってきた経緯があったが、関係各国はもとよ
り、域内地域社会でも多様な行為体は協力して
知識や情報またこの地域特有の歴史の共有作業
を地域経済協力とあわせ、構築していくことが
望まれるのではないか。
皿．地域の国際政策とその課題
　このようにグローバル化の波の中にあって、
わが国を取り巻く国際環境もその光と影も含め
ダイナミックに変容してきている。無論、わが
国の国内社会自身も無縁ではない。現在、地方
自治体や地域社会による国際的活動への積極的
な参加に対する期待感の高まりとともに、すで
に多くの実践が地道な形で国内外において展開
されている。
　そこで、本項では地方自治体の国際活動の諸
形態、日本における地方自治体の国際活動の歩
み、そして地域社会が実践している国際貢献及
び地域社会内部での具体的な動きについて論じ
ていきたい。
（1）地方自治体の国際活動
　地方自治体や地域社会の国際活動全般への参
加が内外から求められている。その背景にはグ
m一バル化の進展とともに、第1に国際社会に
おけるアクターの多様化と多元化、とりわけ国
際社会における市民組織・地域社会・地方自治
体の影響力の増大、第2に国際的な地方分権の
尊重やグロー一カリズムの進行などが深く介在す
る傾向が認められるなど、全般的な国際社会自
身の変化がある。また国際社会からの期待とし
ては、国際機構や主要各国のODAによる国際
援助の行き詰まり、あるいは国際越境課題に対
する国際社会での手詰まりがしばしば指摘され
る今日、参加型の開発援助や分権的・分散的国
際協力の重要性が一層増していくとともに、地
域社会内部での草の根の取り組みも同様に待た
れるところである。すなわち、地域の「国際活
動」は勢い海外に展開されるものとのみ認識す
るばかりではなく、地域社会における定住外国
籍市民の増加にも対応する「内なる国際化」へ
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表1　自治体国際活動の諸形態
定　　義 関連分野 形　　態
国際交流 地域相互の友好親善を傑め相互
揄?ﾉ基づく世界平和の実現を
ﾚ指す、自治体国際活動の入り
福ﾅあり基礎でもある阜
文化・スポーツ・
n域団体・学術・
s政・教育など、
n域社会と個人の
?轤艪驫?ｮ
姉妹都市契約・友好都市提携・
褐ﾝ訪問・作品交換・ホームス
eイ・イベント開催・記念施註
竚?ｬ施設などの設置および建
ﾝ・市民活動助戒
国際協力 地域社会相互の質的ギヤツブを
ｪ互の圭体性・自立性を高めな
ｪら縮小させ、それらの活動に
謔ﾁて地域社会相互の質的発展
ﾆ住民問の相互理解を進める、
蛯ﾆして二者間の国際協力活動。
bDIの多くはこの中に含まれ
驕B
社会開発・地域振
ｻ・環境保譲およ
ﾑ改善・技術移転・
s政システムの移
]・南北格差の改
P・教育・人権・
ﾐ会システムの発
Wと安定化など
技術提供・計画支援・専門家派
ｭ・ボランティア派遣・研修受
ｯ入れ・公共的施設の建設また
ﾍ設備等の提供・物品供与・資
煢㍼普E開発投資・市民活動助
ｬおよび支援・住民の起業支援・
n域を主体とする公正な團際取
?iフェァ・トレード）・南北
ﾔ環境同盟（気候同盟など）・
ｦ調援助（世界銀行・国家機関・
mGOなどとの協調）
国際ネット
潤[キング
自治体の運合体や三者以上の自
｡体が国境を越えて結び付き、
､同して地域の活性化・国際的
ﾛ題への取り親み・国際世諸形
ｬなどを国際社会に直接働きか
ｯて実施して、国際社会におけ
驩ﾀ民の福祉を実現するための
ｩ沽体の團際活動。CDIのよ
闕sxな活動がこの中に含まれ
驕B
国際的な地域聞格
ｷの解消・社会開
ｭ・持続可能な開
ｭ・環境保護・都
s問題・人口問題・
糟ｹ管理歴史の
､有・相互理解・
M頼醸成・軍縮平
a・危機管理・分
?q
課題別ネットワーク｛例：国際
?j自治体連合）・地績的ネッ
gワーク（例：環黄海交流彊｝・
総ﾛ事業体（例：ユーロリジヨ
刀j・国際会説（例：世界平和
s市連帯会謎）・複合型ネット
潤[ク（例：環日本海圏｝・国
ﾛ条約先導型ネットワーク（例1
oルト海都市連合）・地域間協
關謐s型ネットワーク（例：北
激Aジア自治体連合｝
内なる国瞭化 地域社会内部における国際社会
ﾎ応。自治体の国醗活動の前提
ﾆなる開かれた地域社会の形成。
在住外国人の人権
i護・参政権・碓
ｯ問題・教育・歴
jの共有・行政サ
[ビス・まちづく
閨E市民参加・地
謦c体の維織化と
x援・国際標準
住民としての在住外国人の位置
ﾃけ・国蒋条項撤廃・多国語行
ｭ窓口・行政サービスの差別解
ﾁ・地方参政権の保障・住民投
[や外国人説会などの政治参加・
ｽ国諾教育・多国語表記・国際
ｭ策形戒への市民参加・市民ポ
宴塔erアの支援と助成・ロー
Jルァジェンダへの対応・自治
ﾌのISO認竃
開発教育 開発途上国などの地域社会の自
ｧ的翌展に関わるうえで必要な　　　　　　　　　　1
摧Oや歴史認誕および知織など
?獄ｯが正しく理解し行動する
ｽめの教育。自治体の国際政策
ﾍ市民の理解と参加があっては
ｶめて有効でかつ地域に根差し
ｽ力強いものになるので、自沽
ﾌにおける開発教青は不可欠で
?ﾅ．また最も効果的であると
咜ﾒされる。
学校教育・祉会教
轣E生涯学習・ま
ｿづくり・市民活
ｮ・国際理解
学習・團際理解教育・誌演会・
Vンポジウム・展示会・イペン
g・ホームステイ・海外派遣・
L報・出版・啓発・冥態調査・
総ﾛ産直支援
@　　　　騨
出所）『自治体国際協力の時代』大学教育出版，2001年．28－29頁．
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の対応も急務となっている。更に、その内外で
展開されるであろう国際政策も地方自治体や地
域社会独自の特色や経験などに見合った柔軟な
手腕が問われることとなり、地域自身で自主的
に検討することが必要となろう。それを結果的
には地域社会の再生や地域住民の誇持を取り戻
し、住民福祉の向上にも役立たせていかなけれ
ばならない。
　次に表1にあるように一口に地域社会の国際
活動といっても様々な政策があり、〈国際交
流〉・〈国際協力〉・〈国際ネットワーキング〉
・〈内なる国際化〉・〈開発教育〉の大きく分
けて5つの分野に分けられる。
　先ず、「国際交流」は友好親善を目的とする
国際平和の実現を目指す政策内容であり、姉妹
都市（友好都市）提携活動とその後の展開に象
徴されており、地方自治体のみならず地域社会
と個人レベルでの国際文化活動が一般的な取り
組みである。また「国際協力」はそれを一歩進
め、市民問の相互理解から域内地域社会の具体
的、質的な発展へと導き出すことを目指す政策
であり、姉妹都市間であれば地域振興や最近で
は環境問題の取り組みが協力の議題に上る傾向
が強く、発展途上国への国際支援では貧困や対
象とされる国の地域格差の解消、生活改善、保
健衛生また市民グループ問では教育の改善への
施策が目立ってきている。更に「国際ネットワ
ーキング」型の活動展開も今後注目されよう。
近年では前述の個々の国際協力実践経」験を効果
的に活かすべく、先進的な地域自治体が主導す
る社会開発、環境保護、都市問題や地域振興の
政策展開を他の自治体と共有しつつ、連携する
ことによってその効果を高めることと、広域的
な地域間国際協力への展開へと発展させる事例
が多数散見される。とりわけ地域社会の安定を
目指し、地域が担い手となる広義的な予防外交
としても評価することが可能であろう。
　以上3つの分野は、主として海外へ地域社会
が試みている国際活動展開であるが、他方，地
域社会内部を対象とする「国際活動」が近年、
重要視されてきている。その一つが「内なる国
際化」施策である。現在わが国でも地域社会で
定住する外国籍市民が増加の一途をたどってい
る。少子高齢化に伴う人口減少化のわが国にと
って定住を前提とし受け入れ、人材育成を念頭
に置いた移民制度を整備すべきとの見解もしば
しば聞かれるようになってきた。いわば開かれ
た多文化共生地域社会の実現である。在住外国
人向けの行政サービス、地域社会づくりへの参
加、学校教育での支援、在日韓国・朝鮮人など
永住外国人の主として地方参政権問題など政策
課題は多岐にわたる。各地域で外国籍市民会議
や懇談会が地方自治体で設置され、定住外国入
との意見交換がようやくなされる兆しが各地で
生まれているのはその証左である。そして地域
社会では「開発教育］も国際理解教育の一環と
して学校教育・社会教育の中で重要な位置づけ
がなされている。地域社会が国際社会と生活の
隅々にまで直接・間接的に深く連動しているこ
との確認や地方自治体や地域のNGOがどのよ
うな国際活動を実践展開しているのかを認識す
ることは地域の自立的発展の方向性や一体唯を
濡養することとも密接に関係している。現在で
はこの種の国際シンポジウムや青少年の海外派
遣事業及び国際交流を目的とする外国入向けの
ホームステイの受け入れなどはこの国際活動に
含まれる。
　以上のように地方自治体を中心とする地域社
会の官民挙げての国際活動は質的にも数量的に
も拡大の・一一一一L9をたどっている。この5つの分野
はある意味において、各項目を整理すると国際
交流から国際協力、国際連携を経て内なる国際
化や国際理解教育の推進へと広がるような発展
の流れとも捉えることができる。実際には個々
の地域社会がその特徴や実態、歴史、地域風土
などによって、これらの分野から柔軟に政策を
推進する際、選択していくことが地方自治体を
活発化させ、且つ継続性を持たせる大切なメル
クマールである。それらによって、各地域が独
自に国際活動を政策的に定位することでひいて
は地域のエンパワーメント、地域振興、地域住
民の編祉を提供する場合の行政サービスの充実
にも強く反映されることは言うまでもない。
（2）日本における地方自治体の国際活動の歩
　み
次にわが国における地方自治体の国際活動の
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概略について歴史的に論じたい。
　その前に「自治体外交」「民際外交」「市民外
交」についてあらかじめ確認しておきたい。従
来の国際関係論などの諸学問では「外交
（diplomacy）」は専ら国家が執行する「専管
事項」または「専権事項」として把握されるこ
とが一般的であった。ところが「地方自治体」
「地方分権」が国際社会で強く認識されるよう
になってくると、多くの地方自治体は国境を越
えて国外の地方自治体との問に親善関係を樹立
し、両者の閥で地域間国際交流を積み重ね、相
互理解を独自に深めることが平和形成の友好な
手段として考えられるようになってきた。すな
わち地域社会や地方自治体を中核とする国際活
動の始まりである。
　当初は1960年代に主として国内の大都市圏の
都道府県レベルでの国際交流が始動し、提携交
流先もアメリカ・カナダまたはヨーロッパなど
の都市・自治体との「姉妹都市交流」が広がり
始めた。現在、自治体国際化協会（CLAIR）
では一定の判断基準を設定することとしている。
姉妹都市とは、①両首長による公式提携文書が
実際に取り交わされていること、②交流分野が
特定のものに限定されないこと、③交流に当た
っては、何らかの予算措置が必要になるものと’
考えられることから、地方議会の承認を得てい
ること、と定義している6｝。
　日本の場合、1955年（昭和30年）に長崎市と
アメリカのセント・ポール（ミネソタ州）との
姉妹都市提携が初の提携事例である。先ず多く
の場合、訪問国の相互派遣や文化交流を中心と
した「親善交流」の形態であり、欧米の文化と
民主主義を学びながら、友好親善を拡大してい
くことが目的で、戦後アメリカの都市などとの
「姉妹都市」宣言は当時新鮮なイメージ作りが
期待されていた。それと同時に1960年代には日
本独自の被爆体験、戦争体験を礎とした「平和
運動」が全国規模で広がりを見せ、平和運動か
ら非核自治体都市宣言運動へと後の時代に発展
している。因みに1980年代には日本全国でf非
核平和都市宣言」を地方自治体の議会自身が採
択する動きが顕著になっている。全国各地での
市民運動や平和運動が国家の政策とは違った独
自の動きを示したことは戦後日本の民主主義の
定着を当時強く印象付けるものとなったといて
差し支えない。この地方自治体発信の国際平和
の希求は今尚、消えていない。例えば、2005年
の平成の大合併が大きなきっかけであったとは
いえ、新潟市の場合、「新潟市非核平和都市宣
言」7）は同年10月に起草された事実がある。
　1970年代には「地方の時代」とも言われ、例
えば神奈川県で次々に新しい政策課題について
斬新な手法で取り組まれた事例がある。すなわ
ち「地域の国際化」の先進的発信として、「内
なる国際化」が国に先駆けて推進され、早くも
「在住外国人との共生」や「人権」に根ざした
「国際都市」の環境づくりや国際港湾を有する
横浜市や巨大工業地帯を有する隣接の川崎市で
も積極的に内なる国際施策が進められた。
　更にわが国の地方自治体の国際交流・協力が
1980年代の後半に大きく飛躍する。その特徴は
以下、3つに大別されよう。その第1は自治体
の担い手が都道府県レベルから市町村レベルに
拡大した事実がある。当時の自治省は1988年に
自治体国際化協会（CLAR）を設立し、「地域
交流推進大綱」を自治体が策定することを強く
求めた。第2に全国での地域社会における市民
団体の交流・協力事業の対象領域が交流初期の
欧米志向からアジアの経済社会成長の変化を受
ける形で近隣iの韓国・中国・ロシアなど北東ア
ジア地域にも交流の輪が拡大した。とりわけ韓
国の1987年の「民主化宣言」と1988年のソウル
オリンピックの開催、そして中国の改革開放路
線の定着と経済を中心とした隆盛は、ごく数年
のうちに、日本の旧来の東アジア感に大きな修
正を迫った。いわば今に続く「韓流ブーム」を
後に誘引する先駆けとなっているとも解するこ
とができる。第3に地方自治体や市民団体の国
際活動の中から友好交流の段階を超えて「国際
協力」「国際支援」のプロジェクトの展開がよう
やく認められている。また、地方自治体同士の
国境を越えた連携が生まれている。すでに1970
年には日ソ沿岸市長会議（現在、日露沿岸市長
会議）が、1972年には日朝友好・貿易推進日本
海沿岸都市会議が日本海側自治体の連携した国
際政策として始まった。その後、90年代にはこ
うした冷戦期の対話の試みによって「冷戦の
海」「対立の海」「緊張の海」といわれた日本海
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に新たな光が照らされた。そのことが環日本海
時代の到来となって見事に開花する。
　工990年代には本格的な国際連携の推進が試み
られた。1993年には北東アジア自治体会議に新
潟県、兵庫県などが参画し、交流事業計画など
の「宣言」が採択されており、1996年には韓国
の慶尚北道慶州市で北東アジア自治体連合が正
式に設立され、国境を越えた域内地域間の交流
・協力では「経済通商」「文化交流」「環境」「防
災」「一般交流」等に分けて検討を進める委員
会も設置している。
　2000年代は、自治体における国際活動の転換
期ともなった。その背景としては第1に国際情
勢の急激な変化が現出し、冷戦が終焉したこと
にともない、市民間の直接的国際交流が常態化
してきたこと、第2に地方自治体の外交の担い
手が行政府から自覚的な市民（地球市民）へ
と徐々に移行してきていたことであり、例えば
2003年の日本人の海外渡航者数は伸べにしてお
よそ1700万人に達しているが、もちろんこの中
には草の根の国際NGOによるスタデイーツア
ーも多数に上るものと推察される。第3に近年
日本在住の外国籍市民が増加していることは周
知の事実である。わが国の外国人登録者数は90
年代で100万人を突破し、2003年には190万人の
外国籍市民が在住しており、全国の地域社会で
は外国籍市民との接触は日常的に行われている。
そのため、多文化共生への地域社会の実現化ま
た在住外国籍市民への配慮はどの地方自治体で
も急務となってきた。第4に地域社会では自主
的に各種の「国際親善・交流団体」が結成され、
地方の国際NGOも急速に誕生し、地域発の国
際協力活動にも積極的に参画している。
　このため現在、地方自治体の国際活動の主体
であった姉妹都市提携活動が相対的な役割を減
じており、むしろ姉妹都市提携の基本指針であ
った「友好・親善」から「協力・援助」への具
体的転換が図られるとともに、他方で多文化共
生社会への地域社会の実現化方針が各地域社会
で現在も模索中であるとも言えよう。
N．地域が取り組む国際活動の事例
筆者は昨年、これまで地域が取り組む国際活
モンゴル外務省での懇談会
　　　（筆者撮影）
動について実態調査や聞き取りを行う機会があ
った。また地域社会における内なる国際化をめ
ぐっては直接・間接的に関わる機会があったε，。
以上のことに鑑み、以下に地域社会ならではの
国際政策活動について幾つかの実例を通して海
外での取り組みと地域社会での取り組みに分け
て紹介することとしたいP｝。
　［海外での地域の国際協力活動一モンゴルで
　　の実例一］
　筆者は昨年の8月18日から21日の日程による
官民合同の新潟県モンゴル訪問団の一員として
5年ぶりに同国を訪問する機会があった。その
目的は10年ぶりのモンゴルチャーター便就航や
モンゴル国名誉領事館が開設されたのに合わせ、
モンゴルと新潟県との親善機運の高まりを受け、
モンゴル国内では外務省をはじめとする各政府
機関や駐モンゴル日本大使館、JICAモンゴル
事務所などわが国の代表的な出先窓口機関を精
力的に訪問した。新潟という地域社会が取り組
める人材育成、経済、文化協力の可能性を探る
ことを主要目的としてのものであった10）。中で
も地域社会が取り組む国際活動の実例としてど
の関係者の解説でも異口同音に引き合いに出さ
れた内容が富山県の「置き薬システム」と大分
県の「一村一品運動」であった。
①モンゴルにおける富山県の「置き薬システ
ム」普及活動
寓山県で江戸時代から300年余の伝統を誇る配
置薬システム、俗に「先用後利」スタイルが目
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下、モンゴルの遊牧民の医療向上に大きく貢献
している11）。　“先用後利”とは薬の入った薬箱
を各家庭に設置してもらい、次に訪問したとき
に利用した分だけの薬の代金を徴収し、その際
不足分の薬を補充していく、寓山生まれの地域
風土に合った独特のシステムである。
　当事国であるモンゴルは1992年に社会主義体
制から市場経済体制への急速な移行を伴ったこ
とから、極端な財政危機に陥った。その結果、
それまで無料であった医療サービスは健康保険
制度の導入とともに一部有料化され、輸入に依
存してきた外部医薬品も不足するなど国民生活
に大きな支障が呈された。特に地方の遊牧で生
計を立てている住民は、医療施設のある市街地
から遠く離れた草原で生活しており、また、年
に数回の現金収入に頼る生活の中で、罹患した
り、外傷を受けたりした場合、医療費用の問題
が生じることなどから、必要な医療サービスを
充分受けることができなかったケースが多かっ
た。もちろん薬をモンゴルの移動式住居である
ゲル（包）に常備しておく習慣はなかったとい
う。そのため2001年にモンゴル政府から日本財
団に医療協力の要請があった。そこで同財団は
遊牧民の暮らしに置き薬の仕組みが役立つこと
を提案した。準備した置き薬セットの中身は、
胃腸薬、解熱剤など12種類の薬と、体温計や包
帯などである。薬草など原料にしたモンゴルの
伝統的な医薬品を活用することを主眼に、現在
配布しているセットは約1500Fl程度。年に2回
程度、遊牧民が羊毛や肉を販売して現金収入が
ある時期にあわせ、地元の医師が巡回して医療
指導を行うと同時に、ついでに使った薬の代金
を回収し、新しい薬を：補充する手法である。こ
のため普及を確実なものとする願いから現地
NGO（ワンセンブウ・モンゴリア）の設立に
尽力し、2004年1月から公式に「モンゴル伝統
医療普及プロジェクト」が立ち上がった。現在
でも配布するセット代金や運営管理費など年間
約5000万円を助成している。置き薬を活用して
いる遊牧民は2007年8月現、在、約1万世帯（約
5万人〉にまで広がっているe代金の回収率も
ほほIOO％に近いとのこと。プロジェクトが軌
道に乗れば、モンゴル政府に引き継ぐ準備もす
でに日程に上っているo
　次に富山県との関わりについて言及したい。
2004年ユ月よりの試行に先立ちi現地NGO職員
が蜜山県モンゴル友好親善協会の受け入れに応
じ、同県で置き薬システムを直に学習する事業
を皮切りに、2006年3月にはモンゴルの医師研
修団が審山を訪問し、地元製薬会社の製造工場
や富山大学などを見学、富山県内での“売薬さ
ん”の顧客訪問に実際に同行したりしながら富
山伝統の置き薬の仕組みやノウハウも学んでも
らうなど、今も富山県は地元挙げての全面支援
の構えである。そして、当該国際活動は発展途
上国の国際協力の有益な事例として世界保健機
構（WHO）も注目している。筆者たちの新潟県
代表団が帰国する翌日から4日間にわたって首
都ウランバートルでWHOと日本財団との共催
による「伝統医療」をテーマとする国際会議が
開催される予定となっていた。日本の厚生労働
省をはじめ約25力国の保健省の担当者ら約150
人が参集するとのことであった。この会議は
WHOの要請を受けて富山県のくすり政策課の
担当職貝が富山の置き薬事業を紹介し、富山の
売薬の歴史や「先用後利」の精神とシステム、
現在の配置薬販売業に関する法制度なども世界
に紹介する絶好の機会ともなっだ2〕。
最後に当該プロジェクトの概要を整理してお
きたい。
1．目的：伝統医療の医師・医療従事者を養成
　　すると同時に、巡回医療サービスの提供、
　　置き薬制度（配置家庭薬）の導入を通じて、
　　安全性の高い良質の伝統的医療サービスを
　　普及させるモデルを構築する。
2．対象：モンゴルの5地域（トウブ県、ドン
　　ドゴビ県、ボルガン県、アルハンガイ県、
　　ヘンティー県）の医療関係者及び一般市民
　　約5万人。
3．内容：（1）伝統医療の医師・医療従事者等
　　　　　　の教育
　　　　　【対象1：伝統医療関係の大学教員、
　　　　　　　　　　医師、医療従事者（2004
　　　　　　　　　　年度約300名、2005年度
　　　　　　　　　　約120名）
　　　　　【内容】：伝統医療、医薬品使用法
　　　　　　　　　　等に関する指導、教材開
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（2）伝統医療医師による家庭訪問、巡
　　回医療サービスの提供
　【対象】：5県計1万世帯（5万
　　　　　　人）
　【内容1：医師・医療従事者による
　　　　　　病気の治療、予防指導、
　　　　　　医薬品の使用方法の指導
　　　　　　等
　　　　（3＞伝統医薬品の置き薬制度のモデル
　　　　　構築
　　　　　【対象】：1万世帯（5万人）
　　　　　【置き薬キットの内訳】
　　　　　初期治療に使用される胃腸薬、止
　　　　　血剤、風邪薬、解熱剤、鎮痛剤、
　　　　　下痢止め、解毒剤、ヨード、傷薬
　　　　　等12種類の薬に加えて、アルコー
　　　　　　ル、脱脂綿、包帯、体温計及び薬
　　　　　　の使用説明書等
　　　　　【価格1：エキット　約1，000円
　　　　　【配布方法】：地域巡回検診に従事
　　　　　　している医師補が巡回診療の際に
　　　　　　配布・説明し、補充の際に使用し
　　　　　　た分だけ清算
4．実施期悶：2004年か1月1日から3ヵ年計
　　画（予定）
5．実施団体：ワンセンブルウ・モンゴリァ
　　（Vansemberuu－Mongolia）
6．日本財団からの支援事業金額
　　2003年度：24，　5000，　OOO円
　　2004年度：49，8509，000円
　以上の通り、富山の「置き薬制度」は他の発
展途上国での地域社会独自の国際支援の普遍的
なモデルケースとなりえるのではなかろうか。
②モンゴルにおける大分県の「一村一品運動」
　筆者がモンゴル滞在中に関係者たちから聞い
た内容の概略は、2002年の初めからモンゴル国
の中でも首都ウランバートルの南西600キロに
あるバヤンゴル県で実施中であること、ウラン
バ』トルで地元の特産品が販売されていること、
大分県からJICA／JETOROとも協力関係にあ
る草の根の地域技術協力であり、20（雌年にはこ
の一村一品運動がモンゴルの国家プロジェクト
に発展したこと、更にこの国際活動にUNDP
（国連開発計画〉も注目しており、モンゴルに
おける貧困救済と地域振興のため、一村一品運
動を一つの柱とする国際協力プログラムを国際
的に展開しようとする姿勢であることなどがそ
の内容であった。
　ところで、モンゴルでの一村一品運動に触れ
る前に一村一品運動について、どのような背景
から大分県で誕生し、それがモンゴルをはじめ
世界各地で受容されてきたのかを述べてみたい。
　そもそも一村一品運動を提唱したのは1979年
に大分県知事となった通商産業省（現経済産業
省）出身の平松守彦であった13）。当時の大分県
の県民は行政頼み、事なかれ主義と無気力感が
蔓延し、県の国民総生産（GNP）、国民総満足
度（GNS）どれをとっても全国的レベルで低位
にあり、地域の活性化を検討することが急務で
あったという。その起死回生策として、一村一
品運動が具体化されていく。この一村一品運動
の展開理念には3つの原則があった。第1に「ロ
ーカルにしてグローバル」、地域の文化と香り
を持ちながら、全国・世界に通用する「モノ・
文化」を創造すること、第2に「自主自立・創
意工夫」で、何を一村一品に選定し、育成して
いくかは地域住民自らが決め、創意工夫を重ね、
切磋琢磨することとし、それを行政は単に技術
支援やマーケティングなどの側面からのサポー
トに徹すること、第3に「人づくり」運動の中
核となす入材育成が眼目であったといわれる。
また地域開発の方式には「外発的発展」と「内
発的発展」の2つの方式があり、このうち外発
的発展は地域外資本や資源に大きく依存し、他
方国際社会を想定する場合には、発展途上国で
は外国資本ないしは外国の援助によって発展を
はかることであるが、内発的発展の場合は地域
内に存在する資本・資源を最大限に活用しなが
ら、国内国外を問わず、地域社会の発展をはか
ることである。例えば1．5次産業（農産加工業
・食品加工業など〉を活性化することが一一一村一
品運動だとする。その後の大分県内での実践に
よる成功事例は大山町や湯布院町の事例を挙げ
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るまでもない。
　海外における一村一品運動の第1段階では、
中国の上海市では一廠一品運動とし、一種の品
質管理迅動として着手され、その後は中国全土
にまで広範に広がった。1991年当時、マレーシ
アのマハティール首相も注目し、マレーシアか
らは「ルック・オオイタ」の言葉が発せられ、
海外で流布することにもなり、すでに発展途上
国ばかりではなく1980年代には欧米でも取り入
れられ一村一品運動は世界各地へと広まってい
ったD
　海外からの反響の第2段階では2001年、首相
に就任したタイのタクシン首相も当時同国が農
村地域の貧困からの脱出を図ることを焦眉の課
題としたことから、政府が強力な音頭を取りな
がらOTOP（One　Tambon　One　Product）プロ
ジェクト14）としてタイ版一村一品運動を推進
し、大きな成果を挙げた。因みに筆者は昨年末
に2週間程、東南アジア各地を歴訪する機会が
あったが、例えばタイでは地方の幹線道路にあ
るドライブインや給油施設の多くでこのスロー
ガンを記した看板を確認している。一方、中国
では主として第1段階では総じて大都市周辺の
郷鎮（村落）地域が中心であったが、2000年に
入ってから近年の急激な経済成長に伴う都市と
地方の農村社会との経済格差が拡大し、「三農
問題」（中国の抱える農業・農村・農民を対象
とする経済社会格差課題）が最大の同国の内政
課題として浮上しこの解決策として一村一品運
動の政策理念が活用されて今日に至っている。
　更に第3段階では国際ネットワークの施策が
登場した。すでに各国の一村一品運動を展開し
ている各国・各地域の代表が参集し、それぞれ
の実践活動についての意見や情報が交換され、
互いにその手法を学び取るだけでなく、相互理
解を図る場としての「一村一品国際セミナー」
が2004年より順次開始されている。第ユ回の20
04年はタイ東北部のチェンマイ、2005年は中国
内陸部の西安で、2006年は同運動の発祥の地・
大分県の別府市にある立命館アジア太平洋大学
で開催され、実に19力国から900人の参加者が
あったといわれている。
　このように一村一品運動の国際展開は主にア
ジア・アフリカなど発展途上国の農村部の低所
得地域や貧困からの脱出を願う地域社会で、域
内資源を活用し付加価値の高い生産物を自助努
力によって創造することを主眼に置き、何より
もその鍵は住民の意識改革、地域の宝を知る、
継続は力なり、高付加価値の産品づくり、販路
の確保、人材の育成などとされる。2005年には
大分県内にNPO法人「大分一村一品国際交流
推進協会」が設立され、理事長には平松守彦氏
が就任しており、今後もこの国際活動は大分県
発の世界各地への地域振興策として展開される
ことが大いに期待されるはずである。
　次にモンゴルにおける一村一品運動の実情に
ついて論述したい。モンゴル国内の医療事情に
ついて既に述べたが、今日のモンゴル社会は市
場経済体制へと転換した後、グローバル化の波
が押し寄せている。経済の自由化によって経済
活動が活発化したものの、他方で、地方経済の
劣化と都市への人口集中、自然環境破壊、自然
災害の多発、伝統的な遊牧社会の流動化など地
域社会での課題も顕在化している。とりわけ、
地方では自然条件の悪化、砂漠化の進行、雇用
機会の減少により、地域社会の生活の不安定さ
はより一層深刻なものとなった。都市と農村の
格差を縮めることが目下、喫緊の政策課題とな
っている。
　こうした条件下で、モンゴルの一地方である
バヤンホンゴル県において一村一品運動をモデ
ルとした地域産業を再生させる試みが開始され
た15）。
　同県はモンゴル西南部にあり首都ウランバー
一282一
グローバル化の進展と地域の国際政策課題
表2　バヤンホンゴル県の一村一品運動の経過
2002年8月
2002年12月
2003年3月
2003年7月
2005年5月
2005年11月
モンゴル駐日大使，バヤンホンゴル県知事ら大分県視察，平松知事と
面談し「一村一品運動」についての説明を受ける
平松大分県知事モンゴル訪問，　「一村一品」七ミナー開催，首相ほか
政府要人との会談
大分県とバヤンホンゴル県の友好協定締結
第1回バヤンホンゴルー村一品展示会開催
バヤンホンゴル県議会「一村一品」運動行動計画承認
JICAモンゴル事務所長バヤンホンゴル県視察・JICA事業支援の具体
化（2003年9月～16年9月）
大分県国際交流センター代表モンゴル訪問，バヤンホンゴルー村一品
展示会参加，　「平松賞」の授与
エルベルドルジュ首相就任にあたり，内閣行動計画・地方開発計画に
おいて，　「一村一品運動」を全国展開することを表明
モンゴル首相タイ訪問，タクシン首相がタイのOTOPについて説明
モンゴルでの「一村一品」運動推進計画決定（「一ソム・一…品」OSOP
計画）
モンゴル各県での促進「一村一品」リストの指定
出所）『一村一品運動と開発途上国』アジア経済研究所，2006年．209頁．
トルからは遠く、産業基盤も貧弱である。実に
九州の3．2倍の面積に人口は10万人にも満たな
いゴビ砂漠と草原中心の土地柄であり、気候は
夏比較的すごしやすいものの、冬にはマイナス
30度にもなる過酷な気候を有する。このバヤン
ホンゴル県で大分県の地域活動に倣い、モンゴ
ル版「一村一品運動」（Neg　Bag　Neg　Shideg
Buteegdehuun，NBNSB＝モンゴル語で一村一
品運動）という名称の地域活性化プロジェクト
が2002年に開始された。その導入過程では大分
県の経験を基礎とし、モンゴルの地方行政府が
イニシアティブをとって住民を組織し、独自の
産品を開発することによって分散的流動的な遊
牧社会の変革を図る政策的努力が試みられた。
因みに、大分県との交流経過は表2の通りであ
る。2002年1月に地域活性化で成果を収めた大
分県の評価を聞き同県をバヤンホンゴル県知事
自らが訪問し、視察を行い、帰国後、バヤンホ
ンゴル県内部の関係者の主導で進められ、この
モンゴル版一村一品運動NBNSBが始動した。
さらにこれに呼応する形で日本のODAや大分
県の支援も積極的に動き出した。同年8月には
平松知事がモンゴルを訪問、同政府間との交流
協定を締結し、バヤンホンゴル県を一村一品運
動のモデルケースとして実施していくことに協
力することを約束し、運動は地域間国際協力の
本格的段階に入った。同年12月には各地の産品
を集めた第1回の「バヤンホンゴルー村一品展
示会」が開催され、各町村の特産品を一堂に集
め、以後毎年開催されているもようである。こ
の際に独自の創意工夫と市場出荷の可能性の高
い比較的商品価値の認められる製品が選定され
る仕組みをとっている。この展示会に参加する
ことによって、現地の起業家たちは新しい市場
情報や商品知識、包装や加工の情報を相互に学
びとるだけでなく、熾烈な競争の中で少しでも
評価の認められる製品作りに遭進することがで
きるわけである。現在、バヤンホンゴル県では
一村一品運動の有機的な組織図をつくり、全県
挙げて運動が展開している。2003年からは
JICAの支援の下に県内の資源・文化などの調
査、一村一品運動指導員の育成の一環としての
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大分県への研修生の派遣、生産・加工の技術支
援、大分県との経験交流、技術専門家の派遣な
どが地道に行われてきている。すでに女性活動
家や若手の起乗家などが県内で着実に育ってお
り、地域活性化にも大いに役立っている。そし
て、今モンゴル政府はこれらの実験を契機とし
て、2005年からは全国規模でのNBNSB運動を
展開中である。
　この大分県が種をまきモンゴルで育ったモン
ゴル版NBNSBで注目すべき点がいくつかある
　第1の点は2005年5月にモンゴルの首相が東
南アジアのタイを訪問した折、一村一品運動の
導入について当時のタクシン首相とタイ版
OTOPについての意見交換を交わしている点
である。すでに大分県の国際活動の手を離れ、
越境的なノーハウの交換が始まったことを意味
している。第2に国際機関もこのようなモンゴ
ルの自主的な動きに着目し、特に国連開発計画
（UNDP）はモンゴルにおける貧困救済と地域
振興のために、一村一品運動を一つのモデルケ
ースとする協力プログラムの実践化を企図して
いるとのことであった。
　このように富山県及び大分県の進める地域の
国際政策活動は地域社会がその域内の経験を活
用しながら対外的に国際貢献を果たせる好例を
示しているといえ、他地域が取り組む際に参考
とする点は計り知れない。
［地域社会内での国際活動一在住外国人との共
　生施策事例から一〕
　いまや日本国内にはおよそ190万人の外国籍
市罠が外国入登録をして定住している。それも
都市部のみならず、全国の地域社会においても
日常的な暮らしの中で、外国人と接触するケー
スがごく当たり前となってきた。そのような日
常にあって私たちが暮らす地域社会でもすでに
地域社会の一翼を担っている定住外国人との
「多文化共生」避が必要不可欠となってきてい
る。地方自治体でもその行政施策の一つとして
視野に入れる必要が出てきている。この点で地
域社会での内なる国際化への対応も忘れてはな
らない。1980年代後半に定住外国人の急増とあ
わせ、その国籍も多様化し、この間、アジア中
心の外国人労働者の移入が顕著となっており、
とりわけ90年代には日系ペルー人やブラジル人
など日系南米人の移入も増大した。しかしなが
ら、今日に至るも定住外国籍市民のための受け
入れ態勢や施策は必ずしも万全であるとはいえ
ない。例えば、新潟県が2004年に実施した新潟
県内に在住する約1万4千入の外国籍市民に実
施したアンケート調査結果によっても、住宅事
情の悪さ、保育園の不足、外国語を理解するス
タッフの不足、宗教上の無理解、外国語表記の
少なさなど地域社会に暮らす際の日常の不安は
想像以上に多岐に渡っている。
　そこで筆者が直接関わった外国人との共生施
策事i業を中心にして地域社会内部での国際政策
についての実情を論じていきたい。
　筆者は2005年11月より新潟市外国籍市民懇談
会の委員に新潟市より依頼され、更にその会議
の座長も引き受けることとなった。そのため、
特にこの施策の意味について探っていきたい。
　自治体の国際活動の諸形態の分類内容に明記
されているように、内なる国際化のための具体
的対応として在住外国人の地域社会への参加の
一環として、〈外国人会議〉の設置が近年望ま
れており、そこから地域社会づくりへの提言を
これらの人々から汲み取ることが必要とされる
ようになってきた。その会議を通じて地域社会
の運営に反映させようとの狙いもこめられてい
る。行政側の移行のみならず、ようやく永住外
国人への地方選挙参政権を付与しようとの法案
が最近国会でも検討されようとする兆しが散見
され、一部では議員有志からの法案が準備され
ているユ7｝。とはいえ、具体的な政治参加がほと
んど閉ざされている状況が存在していることか
ら、何らかの発言の場を設定してほしいとの声
が外国籍市民側からも切望されていた。
　その代表的な事例は神奈川県川崎市であるls）。
1994年3月に川崎市が主催する第7回「地方の
時代」市町村シンポジウムにおいて、定住外国
人の市政参加の実例として、ドイツのフランク
フルト市における、外国籍市民会議の様子が具
体的な形で報告された。それに対して社会法人
青丘社の理事長であり、キリスト教の牧師であ
って長年在日韓国・朝鮮人の生活改善や社会福
祉、人権にも取り組んできた経緯から、李仁夏
氏が川崎市でも外国籍市民会議を設置すること
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ができないものかと提案したのが骨子とされる。
同年10月には川崎市外国人市民代表者会議調査
委員会が開設準備作業を目的に発足、翌年12月
には14力国47名のモデル会議が開催された。そ
の後川崎市議会での承認を経て、1996年12月に
は川崎市外国人市民代表者会議が正式に発足、
第ユ期の審議が着手されている。
　今現在、川崎市のみでなく類似の外国籍市民
会議は全国の20弱の自治体で開催されており、
因みに全国初の会議は1992年に要綱設置された
大阪府の大阪府在日外国人問題有識者会議であ
る。新潟県内では新潟市が2005年11月、新潟市
外国籍市民懇談会を設置している。これらの中
で、川崎市の外国入会議は、（1）唯一、条例
による設置であること、すなわち議会での議決
を経ずして会議は解消できないこと、（2）26
人という委員の多さ、（3）委員全員が外国籍
市民で構成されていること、（4）代表者全員
が公募による選出であることなどの特徴から、
他の地方自治体の外国人会議より規模と構成に
おいて瞠目すべきものがある。
　外国人会議を通してまとめられた提言は市長
への報告にとどまり、実効力は率直にいって持
たない。但し、市長は議会への報告や公表の義
務を負っている。さらに会議は関係者の資料提
出、召喚による説明、意見交i換を求めることが
できる仕組みである。更には過去の提言の取り
組み状況について説明を受けることができ、市
民局発行の代表者会議年次報告には、過去の提
言の取り組み状況が必ず掲載される。
　同外国人会議は1996年の発足から、（1）要
求から参加へ、（2）個別と普遍、（3）相互理
解と共生をキーワードとして掲げてきているe
この外国人会議は、教育、生活、福祉、市政参
加など、広範な議題を審議して今日に至ってい
る。
　新潟市の場合、2005年11月の新潟市外国籍市
民懇談会が始まった。その設置要綱によると設
置第1条で「本市における外国籍市民の人権や
生活に関する問題を議論し、多文化共生社会づ
くりと外国籍市民にとって住みやすいまちづく
りを推進するため、新潟市外国籍市民懇談会を
設置する」と記されており、所管事務として今
後、懇談会で外国籍市民施策に関する様々な審
議を整理し、その結果を市長に報告することも
謳われた。筆者も委員の一人として同懇談会に
参画した。委員の任期は2年間。任期申に5回
程度の懇談会を行い、懇談会では外国籍市罠の
人権や生活に関する問題が積極的に取り上げら
れることが望まれ、第1期の懇談会は2005年11
月下旬に実施され、2007年2月までに計5回が
開催された。第1回では審議テーマを整理集約
し、第2回から生活・福祉・教育・交流をテー
マに、第3回は災害と医療を、第4回は雇用・
労働・起業支援について率直な意見交換が交わ
され、そして第5回の会議で内容を整理した後、
任期末の3月に報告書が座長以下全委員の参加
によって新潟市長に手渡された。
　筆者は毎回の内容を座長の責任としてまとめ
たが、第5回の懇談会で正式に合意した報告内
容の詳細は、2007年3月22日付の「新潟市外国
籍市民懇談会報告書jに譲るものとするが、座
長としての経験から、ここでは地方自治体の行
うべき施策を私見も含め、言及したい。
　第1に地方自治体の行政サービスを外国籍市
民にも可能な限り多言語で提供されるべきこと。
この場合は外国籍住民のボランティア活動で実
施する工夫ができよう。第2に地方公務員法の
中では、地方公務員の受験資格等に日本国籍を
必要とする規定はなく、外国人職員の採用は各
自治体が独自の判断で行っていくべきこと。例
えば匡1籍条項の撤廃は世界的常識であるといえ
る。第3に個性と人権を尊重する教育方針の作
成が挙げられよう。多文化教育は日本人の子供
にとっても重要なことであり、そろそろ外国人
教育基本方針の策定も施策の射程に含めてよい。
これまでに、1972年の大阪市の「外国入教育」
文書を含め多数の都府県及び区市で類似の「外
国人教育方針」を定めている。第4に在住外国
籍市民も地域住民として自治体の各種協議会や
審議会への参加を望んでいるのが実態である。
自治体がこの面で誠実な配慮を施すことは究極
的には本来、地域社会や各自治体が気づかなか
った課題や問題点を新たに知ることにもつなが
る場合も看過しえず、ひいては地域政策に多様
性を一層持たせることともなろう。第5に民族
差別の禁止、罠族教育の保障など国際人権規約
に依拠する人権擁護意識を酒養すること。今後、
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更に増加する定住外国籍市民による地域社会の
形成が想定される今日、何より大切な政策姿勢
である。
　以上がいわゆる「外国人会議」に参画しての
個人的見解である。新潟市の会議に参加しての
感想を更に列挙するとすれば次の通りである。
先ずは薪潟市では要綱にもある通り、市内在住
の外国市民のことを「外国籍市民」と表記して
いることは評価してよい。また実質的には1年
4ケ月の任期による都合5回の懇談会のi提言作
業であったが、そこでの発言内容の幾つかにつ
いては市長への報告書提出を待たずして要望や
改善が順次実現した場合もその後に確認された。
いまだ懇談会の効力が不十分とはいえ、実施し
てきた効果はこうした点からも大きい。第3に
現市長の施策として市が行う類似の審議会や懇
談会のほとんどが原則として、情報公開に基づ
き、誰もがウェブ上で詳細な内容を確認できる
こととなっていた点である。同懇談会の内容も
例外ではない。すなわち多文化共生社会の実現
は一般市民にとっても自身の課題として受け止
めていかざるをえない。
　なお第1工期の新潟市外国籍市民懇談会が教育
を主要テーマに掲げ、2008年早々に再開する運
びである。
V．終わりに一グローバル化に対応した地域の
　　政策課題
　これまで、グローバル化に動揺する国際社会
の現状に触れ．更に地域の国際政策の実情と課
題について筆者が昨年行ってきた海外視察や地
域社会における杜会活動の経験から事例を扱い
ながら検討してきたeわれわれにとって身近な
東アジアも日本の地域社会も好むと好まざると
にかかわらずグローバル化への対応が確実に迫
られるに違いない。昨年9月に訪問した滋賀県
大津市にある（財）全国市町村振興協会が管轄
する全国市町村国際文化研修所における各種研
修の内、国際文化系研修枠のコースのメニュー
の比重が「自治体の国際化施策」と銘打ってい
ても、その中身は「多文化共生祉会対応」ない
しは「多文化共生マネージメント」の研修内容
であった。筆者もその研修の一一一Wndを引き受けた
のであるが時代の移り変わりを痛感した。考え
てみれば、現在日本に住む在住外国人は、年々、
増加し2006年末現在、約208万5千人とわが国
総人口の1．68％に達するまでになっている。地
域社会の一員として定住外国籍住民の生活ニー
ズについても、就労、医療、福祉や教育まで多
様化していることも事実として、理解できたe
地域社会にとっての国際施策の意味は想像以上
に重い。
　最後にグm一バル化に対応した地域自治体に
何が必要かを論じ、本稿の締め括りにしたい。
　先ずは「内なる国際化」事業の拡大とその強
化である。自治体として在住外国籍市民を「地
域社会の住民・生活者」の構成者として、様々
な不利益が一般市民に比べ、生じないように施
策を柔軟に検討することが重要だ。無論、様々
な差別を順次、撤廃する取り組みを推進するこ
とも肝心であろう。第2に自治体のアピールカ
を国際レベルでも向上させることが大切であろ
う。例えば、広島・長崎両市は、毎年、被爆記
念日に「平和宣言」を世界に向けて発信してい
る。地域が視点をすえる場合、産業振興、観光
振興、文化振興、学術・教育振興、伝統的な技
術や地域社会づくりなど素材としての国際貢献
分野も多様である。第3に国際自治体組織との
連携がある。今日、自治体は幾つもめ国際的紐
織を創出し、その国境を越えた連携活動は国際
社会などから高い評価を受けている。地球的課
題や国際広域圏の形成課題では、国際機関や国
家のみでなく、市民や地域社会の参加はもはや
不可欠なものとなってきていることを確認した
いo
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